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特定通常実施権登録制度における通常実施権の特定方法に関するガイドライン案に対する意見
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　5．その他
５．一般的意見

　特定通常実施権登録制度は許諾対象たる特許権等が特許番号等によっては特定されていないものを対象にするところから、本登録制度が施行されるに先立ち、特定方法についてのガイドラインが示されるのは、これを利用しようとする者の利便を図る上で、また、紛争を未然に防止する意味からも意義あるものと評価できる。然しながら、実際の登録実務に当たっては少なからず混乱の生じることが予想されるので、本ガイドラインの利用者への事前説明のみならず施行後においてもガイドラインの普及や実務の声を反映する補充等の手当てが望まれる。
　また、特定通常実施権登録制度そのものの仕組みが潜在的利用者に未だ十分に理解されているとは思われないので、制度全体の仕組みの解説を含めた「特定通常実施権登録制度の利用の手引き」的なものを刊行いただき、この制度の普及に努めていただければありがたい。

６．その他 
６－１　特定方法のガイドラインにおいて指摘する問題ではないことは理解した上で敢えて申し上げると、第169回通常国会における特許法改正により出願中のものについての「仮通常実施権」が設けられその登録が可能となったことは、特定通常実施権登録制度の創設が契機となったものとして高く評価し得るが、この特許法改正により特定通常実施権登録制度がライセンシーの保護において一歩遅れをとることとなった点は否めない。特定通常実施権登録制度においても仮通常実施権的な登録が含まれるよう再考されることが望まれる。
６－２　2008年7月10日に行われた日本ライセンス協会月例研究会（関東）における経済産業省特許庁制度改正審議室の福田知子法制専門官による「近時の法改正による新たなライセンス登録制度について」の説明の中で、その他の改正検討事項等において＜運用見直し＞として、ライセンシーがさらに第三者に実施許諾を行う場合（サブライセンス）において、ライセンサーとライセンシーの間での直接の許諾証書がなくても、ライセンシーを介して間接的にサブライセンシーが特許権者から許諾を受けたことを証する書面により、登録を認めることとする方向としているが、特定通常実施権登録制度においても同様の運用がなされることを強く希望する。
実際に制度を多用することが予想される業界においては、子会社を含む契約が取り交わされるのが通例であり、多くの子会社を有する会社においては契約一件当たりに必要な登録件数が多数にのぼり、作業量・費用面においてかなりの負担となることが予想される。多くの負担を強いられる制度では、実際の活用が十分になされなくなる恐れがある。
以上
